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とはほとんど無く、事故に遭うことも少ない。しかし、有義波高 H1/3 =1～3m 程度の常時波浪時に
は、人は危険を感じることなく海岸を利用する。不規則波群中の最高波 Hmax は一般に 1.6～1.8H1/3
とされているため、H1/3 =1～3m の場合、Hmax =1.6～5.4m となる。そのため、常時波浪において
も波群中の最高波は高波浪と定義される波高を示し、それにより人身事故が発生する危険性は高く、






















































図-1.1.2 海岸の利用例～磯遊び(平成 23 年 7 月 31 日北海道留萌市黄金岬にて撮影) 







































(北海道水産業改良普及職員協議会作成北海道の漁業図鑑 HP より) 





































図-1.2.1 身長と転倒限界時の打上げ高さ 2) 図-1.2.2 身長と転倒限界時の流量 2) 
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行い、人の転倒限界について総合的に示す。 

















物に関する水工的研究(第二報)～、港湾技術研究所報告、第 31 巻、第 4 号、pp.3-29、1992. 
 
 

















これらによると、人数の前後はあるものの年平均で、遊泳中で 126 人、磯遊び中で 33 人、釣り中
で 109 人、岸壁からの海中転落で 203 人、その他で 55 人の人命が失われている。すなわち、年平
均で 526 名の人命が失われてきたこととなる。平成 22 年版消防白書附属資料 2511)によると、自









表-2.1.2、図-2.1.2 は、主要新聞 3 紙の道内版の記事検索を行って、北海道内の沿岸における水難
死亡事故を抽出した結果である。これによると、平成 5～21 年に、採藻等漁業従事中の漁業者で 33
件、海釣り中の遊漁者で 98 件の死亡事故が発生している。また、ここでは磯遊び中はその他に含ま
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H13 129 28 125 184 44
H14 148 33 125 218 52
H15 104 29 94 204 54
H16 116 50 109 237 49
H17 128 27 91 205 53
H18 137 32 106 208 56
H19 128 41 116 172 56
H20 117 29 116 206 58
H21 123 25 111 203 61
H22 132 32 100 189 65
合計 1,262 326 1,093 2,026 548































H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22
人
年
遊泳中 磯遊び中 釣り中 岸壁からの転落




遊泳中 釣り中 採藻等漁業 その他
H5 8 8 3 5
H6 12 11 3 4
H7 8 6 4 1
H8 7 1
H9 8 6 0
H10 6 4 1 3
H11 18 8 3 1
H12 6 6 2
H13 10 4 2 4
H14 7 7 3 2
H15 1 2 2
H16 8 5 3
H17 7 5 2
H18 6 6 2 1
H19 8 7 0
H20 3 6 2 2
H21 6 7 0
合計 129 98 33 23
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し、「1.1 はじめに」にて述べたように、不規則波群中には有義波高の 1.6～1.8 倍の高さを持つ最高













































図-2.2.2 留萌管内黄金岬の危険周知看板(平成 20 年 11 月 8 日撮影) 
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5)平成 17 年における海難及び人身事故の発生と救助の状況について、海上保安庁、平成 18 年 2 月 
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( ) gog lBWFh −=  (3.1.2) 
ここに、Wo：人の重量、B：浮力、lg：転倒支点と円筒中心との距離、hg：人の重心の高さである。 
式(3.1.2)はモーメントがつり合っているため、円柱は転倒限界の状態であると言え、この際の波力
を転倒限界波力 Fcri と定義する。Fcri は式(3.1.2)を変形させ、式(3.1.3)のように定義される。 
 
( ) ggocri hlBWF −=  (3.1.3) 
式(3.1.3)に定義した転倒限界波力よりも来襲波の波力が大きい場合に人は転倒すると定量的に評価






















受ける反力である。図-3.2.1 に示す円柱鉛直方向 dz 幅の微小部分に作用する、波浪による進行方向


















































































ここに KC はケーシー数と呼ばれ、式(3.2.6)で定義される無次元量である。KC は、波によって水
粒子がその 1 周期の間に移動する距離と構造物の大きさの比を示している。 
 
DTuKC m≡  (3.2.6) 
 
ここで、ケーシー数を基に抗力と慣性力の寄与について考察する。人に模した円柱の幅 D を平均的
な人の幅 0.43m と仮定すると共に、4 章～6 章にて検討する CADMAS-SURF 数値解析結果を参
考に、人に作用する波の周期を 10s、流速の振幅を 4m/s と仮定すると、KC =93.0 となる。酒井






















































運動量が人に作用したと仮定すると、作用直後の流速は 0 となる。更に、水の密度ρ、流量 Q、人の
投影面積 A を導入して式(3.2.7)を展開すると、式(3.2.8)が得られる。 
 
 | 22 
 
2
111 tuAtuQmutF ∆=∆==∆ ρρ  (3.2.8) 
次いで、式(3.2.8)を作用波力について更に展開すると共に、現実には水塊の運動量全てが人に作用
することは考えにくいため、新たに係数 C を加えると、式(3.2.9)が得られる。 
 
2







2)水理模型実験と数値解析による見かけの抗力係数 CD の設定 
ここでは、水理模型実験にて円柱に作用する波力 Fob を計測するとともに、同一条件にて
CADMAS-SURF による数値解析を実施し、流速 Ucal と水位ηを求め、両者を式(3.1.1)を変形した
式(3.2.10)に代入することで、見かけの抗力係数 CD を求めることとする。 
 
AUFC calobD
22 ρ=  (3.2.10) 
 
2 次元造波水路(長さ 24.0ｍ、幅 0.6ｍ、深さ 1.0ｍ)に海底勾配 i =1/30 の水路床および岩礁模型




また、同一条件で数値解析を行い、円柱位置でのピーク流速 Ucal と同時刻の水位ηを求めた。 


















波高 Ho’(m) 1.0、1.2、1.4、1.6、1.8、2.0 
周期 T(s) 5.0、7.0、9.0 
岩礁前面水深 h(m) 3.5 
















































図-3.2.4 越波の状況(T =5.0s、Ho’=1.4m) 
 
 
砕波と斜面勾配の関係式としては、式(3.2.11)に示す surf similarity parameterζが一般に用いら
れている。 
 
LoHo'tanθξ =  (3.2.11) 
 
surf similarity parameter は、海底勾配と波形勾配の比で示される無次元数であり、砕波の形式を
記述するパラメータとして知られている(例えば、3.0 以上では砕け寄せ波砕波、2.0 以上では巻き寄
せ波砕波等)。図-3.2.4 に示したように、岩礁傾斜角、すなわち surf similarity parameter により越
波の形態は大きく異なることとなる。しかし、運動量変化により人に作用する波力を記述するという
前項で仮定した考えが真ならば、見かけの抗力係数 CD は surf similarity parameter によらず一定に
なると考えられる。以上を念頭に置いて、式(3.2.10)で求めた見かけの抗力係数 CD を、surf similarity 
parameter と比較検討する。 
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図-3.2.5 は、surf similarity parameter と式(3.2.10)で求めた見かけの抗力係数 CD の関係である。
多少のばらつきはあるものの、surf similarity parameter が大きい場合は概ね CD =1 に近かったが、
surf similarity parameter が小さい場合は大きくばらついた。surf similarity parameter が大きい
ということは、岩礁傾斜角が急であるか、波形勾配が小さいということである。すなわち、図-3.2.4
における越流型か打ち上げ型であり、かつ波形勾配が小さくうねり性の波浪という打ち上がりやすい
条件で、見かけの抗力係数 CD は一定になると言える。実際に図-3.2.4 に示した観察結果によると、
岩礁傾斜角が緩い場合は砕波型となり流れは大きく乱れたため、人に作用する波力はばらつきやすく
なると考えられる。以上を勘案して、図-3.2.5 から岩礁傾斜角θ≧27°、波形勾配 Ho’/Lo＜0.02
の条件を抽出したものが、図-3.2.6 である。こちらでは、surf similarity parameter によらず、見
かけの抗力係数 CD は概ね 1 で一定となる。以上から、本研究においては岩礁上に立つ人に作用する
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ルズ数 Re は、式(3.2.12)で示される。 
 





ズ数が 10 程度の遅い流れの場合は粘性の寄与が大きくなり、表面抵抗は約 43%であるが、レイノ
ルズ数が 105 を超える速い流れの場合 CD は急激に低下する不連続な挙動を示す。これは、流れが速
いとはく離した層流境界層が後方で乱流となって円柱表面に付着し、再びはく離するためと考えられ
ている 2)。本研究で対象とする流速絶対値の範囲は、後に示す CADMAS-SURF 計算結果によると
0～8m/s、円柱の直径は人体を想定して 0.43m である。仮に流速範囲を 0.5～8m/s として式
(3.2.12)に代入するとレイノルズ数は 1.64×105～2.63×106 となり、CD が急速な減少を示す以
降の範囲となる。図中には別途行った数値解析結果における流速の平均値(黄金岬想定地形、H=2m、
T=6s) 1.4m/s も記載してある。 
「港湾の施設の技術上の基準・同解説(平成 19 年 7 月 社団法人日本港湾協会)」では、表面が粗
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円柱に作用する抵抗とレイノルズ数、円柱表面粗度との関係 2)を図-3.2.8 に示す。こちらは、レイ
ノルズ数が 104～106 と大きい場合の CD を示している。図には流速 0.5m/s、1.4m/s、8.0m/s の
ガイドを示してある。直径が 317mm と最も大きい場合での CD は、概ね 0.4～1 を示す。この図を
定式化して、CD を流速の関数とすることも考えられるが、平均的な流速 1.4m/s 周辺の CD が 0.4 程

































図-3.2.8 円柱に作用する抵抗とレイノルズ数、円柱表面粗度との関係 2) 













波高は水深によって決まる。模型縮尺は 1/12 とした。実験条件を表-3.3.1 に示す。最初に水深(波
高)3 条件(case1～3)にて円柱位置の流速および水位の時系列を観測し、最大流速とその際の水位を
抽出した。その上で、水深(波高)3 条件に対し円柱の比重を 0.85～1.3 と変化させ(case4～6)、転
倒が発生する最小の比重を求めた。 
数値解析は数値造波水路 CADMAS-SURF を用いた。図-3.3.1 に示した模型水路を再現した計算




















































- Case2 1.14m 0.18m 




0.85～1.3Case5 1.14m 0.18m 









4.0s 規則波 - CaseB 1.14m 0.18m 




Case1～3、CaseA～C の各ケースにおける最大流速 Umax 及び、流速・水位から求めた最大波力
Fmax を表-3.3.3 に示す。Fmax は式(3.1.1)を変形した式(3.3.1)にて求めた。 
 
( ) DDChUF ηρ += 2maxmax 2













1.08m 0.17m 0.44 95.04 
Case2 1.14m 0.18m 0.48 103.68 
Case3 1.20m 0.20m 0.51 143.42 
CaseA 
数値解析 
1.08m 0.17m 0.45 98.50 
CaseB 1.14m 0.18m 0.49 122.69 
CaseＣ 1.20m  0.20m 0.50 138.24 
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(3)人の転倒限界の考察 













⎛ += maxρ  (3.3.2) 
ここに、V：円柱の体積、g：重力加速度である。表-3.3.3 に示した CaseA～C の Fmax を式(3.3.2)
に代入して求めた水深(波高)に応じた転倒限界比重と、水理模型実験 Case4～6 にて求めた各ケース
における転倒限界比重を比較したのが図-3.3.2 である。これによると、多少の上下はあるものの実験
と計算結果はおおむね整合した。ただし、水深 1.08m では数値解析の比重が小さく、水深 1.20m
では数値解析の比重は大きくなった。表-3.3.3 に示したように流速の精度は良好である。水深 1.08m
では最大波力 Fmax は数値解析の方が大きいが比重ρは数値解析の方が小さい。式(3.3.2)からこの現
象を考察すると、hg/lg と浮力 B が過小なため比重ρが小さくなったと考えられる。これは、水位η
が低めに計算されて B と hg/lg が小さくなったと考えられる。これとは逆に、水深 1.20m では比重








































浮力帯の効果は、式(3.1.3)において人体の浮力 B に加えて浮力帯の浮力 B’を加えることで記述で
きる。それを考慮して、浮力帯がある場合の転倒限界波力 Fcri’を無い場合と比較すると、式(3.4.1)
のとおりとなる。ここに B’>0 である。 
 





















図-3.4.1 ライフジャケットの種類(株式会社オーシャンライフ HP より) 
 
 







2)水理公式集昭和 60 年版、土木学会、1985. 
 


























から明らかなように離岸距離 50m 付近までは水深-0.5m 程度の平坦なリーフ地形となっており、そ





















































































①有義波高は当初 0.2ｍ程度であり、午前 4～6 時にかけて上昇したものの、事故が発生した午前 6
時の H1/3 =0.87m、T1/3 =4.2s までにしか至らなかった。 
②最高波も有義波と同様に上昇し、午前 6 時で Hmax =1.44m と有義波高の 1.66 倍を示した。 
③潮位は午前 6 時で満潮となり D.L.+0.8m を示した。 

























































































































(1)日時：平成 23 年 5 月 26 日 12 時 30 分頃作業開始、14 時浮いているのを発見 





































5 月 25 日に解除されていた。 
 
①有義波高は 2.0ｍ弱、最高波は 3.0m 弱であり、概ね一定であった。 
②有義波周期は 10s 程度で概ね一定であった。 
③潮位は 9時で D.L.+0.15m であったが急速に上昇し、15 時で満潮となり D.L.+1.32m を示した。 
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換算値)は、事故時を想定して h = 1.13m、Ho’=0.9m、T = 4.2s とし、ブレットシュナイダー・
光易スペクトルによる不規則波を与えた。リーフ先端から後壁までの距離 D1 は現地と同じ 27m と























































図-4.2.3 は Ho’=0.4m、T =4.2s、h =0.83m における転倒限界比の経時変化である。1 波群 200
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表-4.2.1 数値解析計算条件  
実験ケース 静水位 波高 周期 実験波
Case1 0.53m 0.40m 4.2s
Case2 0.53m 0.40m 7.0s
Case3 0.53m 0.40m 10.0s
Case4 0.53m 0.63m 4.2s
Case5 0.53m 0.63m 7.0s
Case6 0.53m 0.63m 10.0s
Case7 0.53m 0.9m 4.2s
Case8 0.53m 0.9m 7.0s
Case9 0.53m 0.9m 10.0s
Case10 0.53m 1.2m 4.2s
Case11 0.53m 1.2m 7.0s
Case12 0.53m 1.2m 10.0s
Case13 0.68m 0.40m 4.2s
Case14 0.68m 0.40m 7.0s
Case15 0.68m 0.40m 10.0s
Case16 0.68m 0.63m 4.2s
Case17 0.68m 0.63m 7.0s
Case18 0.68m 0.63m 10.0s
Case9 0.68m 0.9m 4.2s
Case20 0.68m 0.9m 7.0s
Case21 0.68m 0.9m 10.0s
Case22 0.68m 1.2m 4.2s
Case23 0.68m 1.2m 7.0s
Case24 0.68m 1.2m 10.0s
Case25 0.83m 0.40m 4.2s
Case26 0.83m 0.40m 7.0s
Case27 0.83m 0.40m 10.0s
Case28 0.83m 0.63m 4.2s
Case29 0.83m 0.63m 7.0s
Case30 0.83m 0.63m 10.0s
Case31 0.83m 0.9m 4.2s
Case32 0.83m 0.9m 7.0s
Case33 0.83m 0.9m 10.0s
Case34 0.83m 1.2m 4.2s
Case35 0.83m 1.2m 7.0s
Case36 0.83m 1.2m 10.0s
Case37 1.13m 0.40m 4.2s
Case38 1.13m 0.40m 7.0s
Case39 1.13m 0.40m 10.0s
Case40 1.13m 0.63m 4.2s
Case41 1.13m 0.63m 7.0s
Case42 1.13m 0.63m 10.0s
Case43 1.13m 0.9m 4.2s
Case44 1.13m 0.9m 7.0s
Case45 1.13m 0.9m 10.0s
Case46 1.13m 1.2m 4.2s
Case47 1.13m 1.2m 7.0s
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(3)人に作用する波力 
図-4.2.4 は、事故時波浪 Ho’=0.9m、T =4.2s を波浪外力とし、水位 h を変化させた数値実験結
果である。各水位に対して、岸沖方向位置毎の水位上昇ηの時系列中最大値とそれに応じた浮力を考
慮して転倒限界波力 Fcri を求めると、h =1.13m では浮力が人体の重量を上回り波の有無によらず流




















図-4.2.4 水位、D2 と波力の関係 
 
 
波高と波力の関係を明らかにするため、水位 h =0.53m、T =4.2s に固定し、波高を変化させて波
力の変化を検討した。その結果、図-4.2.5 に示すように、波高が大きいほど波力は大きくなった。波
力の分布としては、波高が大きいと砕波のエネルギーが大きい沖側で波力が強く岸側で弱いものの、







































図-4.2.5 波高、D2 と波力の関係 
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(4) 人の転倒限界 
人の転倒を定量的に評価するため、転倒限界比 F/Fcri と波高、周期、水位の関係を検討する。図-4.2. 
7 に波高、水位と転倒限界比 F/Fcri の関係を、図-4.2.8 に波高、周期と転倒限界比 F/Fcri の関係を示
す。ここでの波力 F は、リーフ先端から 2～6m の平均値とした。 
図-4.2.7 によると、h =0.83m では Ho’=0.4m でも F/Fcri が 1 を超えるが、h =0.68m では Ho’






















































































































(1)日時：平成 20 年 10 月 12 日午前 6 時頃 
(2)場所：北海道留萌市大町黄金岬海岸(図-5.1.1 参照) 
(3)被害者：19 歳男性、18 歳女性 
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2)気象・海象条件 
図-5.1. 4 は、事故発生地点から南へ約 8km 離れた海域にあるナウファス留萌港波浪観測結果及び
留萌測候所における風向・風速観測結果である。事故時は、前日 10 月 11 日 4 時から波浪が発達し
はじめ、事故発生時の 10 月 12 日 6 時に最大有義波高 4.40m、周期 9.3s、波向 NW となり、非
常に厳しい波浪状況を示した。風向は概ね WSW～WNW で推移しており、風速は、事故前日 10 月
11 日 4 時から急速に大きくなり、10m/s 以上の強風が続いていた。事故時の風速は 10.9m/s、風
向は WNW であった。 
 
 













































































































事故 1 ヶ月後の 11 月 8 日に、黄金岬に来襲した高波浪・流動の状況を観察した。観察は同日 14
時に行い、岩礁背後テラスおよび高台にてビデオを撮影した。図-5.1.5 に観察時のナウファス留萌波
浪観測結果および留萌測候所風況観測結果を示す。波浪は欠測が多いが、前日 11 月 7 日 12 時には
有義波高が 2m を超えており、観察時の 11 月 8 日 14 時に最大有義波高 5.84m、周期 10.8s、波
向 NNW となった。なお、表-5.1.2 に示すとおり、観察時には強風波浪注意報及び警報が発令されて
おり、気象条件の悪化に伴い、十分に注意が喚起されていたと考えられる。 
事故時、観察時両者の波浪特性として沖波での波形勾配を比較すると事故時は Ho/Lo =0.033、観














強風 波浪 暴風 波浪
11月6日20:41 発令 発令
11月7日14:10 警報へ 警報へ 発令 発令
11月8日15:15 発令 注意報へ ↓












































































































































したと考えられる。地元でのヒアリングによると、生存者 3 名は簡易橋を挟んで左側、犠牲者 2 名は










































不規則波成分波数 200 成分(BM スペクトル) 
 | 58 
 
(2)数値解析結果 
図-5.2.1.1 に Case5 の波高分布図を、図-5.2.1.2 に岩礁背後のスカラー流速の平均値と最大値を、
図-5.2.1.3 にスカラー流速振幅の最大値、1/10 最大値、1/3 最大値を示す。事故発生岩礁の前面
は来襲波浪と反射波が重なって 3m 以上の波高となった。背後の最大流速は、波高 Ho が 2m 足らず


































































































































































































また、参考として図-5.3.2 に CASE8 における転倒限界比の経時変化を示す。Ho’=3.5m である













沖側 頂点 岸側 沖側 頂点 岸側
Case1 1.0 6.0 17.4 0.024 0.000 15 0 0
Case2 1.3 6.0 35.0 0.013 0.005 31 0 0
Case3 1.5 6.0 31412.2 0.533 0.257 39 0 0
Case4 1.7 6.0 407.5 0.633 0.124 34 0 0
Case5 2.0 6.0 100.0 0.601 0.325 42 0 0
Case6 2.5 6.0 244.5 0.876 0.760 61 0 0
Case7 3.0 6.0 584.0 1.010 0.980 85 1 0
Case8 3.5 6.0 433.9 1.626 1.044 101 1 1
Case9 4.0 6.0 787.4 1.361 1.627 119 1 1
F/Fcri>1の回数実験ケース Ho'(m) T(s) (F/Fcri)max

















続いて、図-5.3.3 には Ho’と(F/Fcri)max の関係を、図-5.3.4 には Ho’と F/Fcri >1 の回数の関

























































































平成 23 年 10 月 19 日 12 時 40 分～13 時 0 分、同年 11 月 25 日 15 時 0 分～15 時 20 分の
2 回、各 20 分間黄金岬波浪状況観察及びビデオ撮影を行った。図-5.4.1 は、事故発生地点から南へ
約 8km 離れた海域にあるナウファス留萌港波浪観測結果である。観測期間の有義波諸元は、10 月
29 日が H1/3 =2.32m、T1/3 =7.1s、11 月 25 日が H1/3 =2.99m、T1/3 =8.1s であった。図-5.4.2
には、観測期間中最も越波が激しかった際のビデオスクリーンショットを示す。 
















































































































































図-5.4.2(2) 黄金岬の越波状況(平成 23 年 11 月 25 日 15:01) 
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10 月 19 日については、岩礁上を大きく越流するような現象は見られず、越波現象は全て図
-5.4.2(1)のように飛沫としての越波であった。すなわち、H1/3 =2.32m では越波は観察されつつも、
人が転倒するほどの規模ではなかったと考えられる。しかし、11 月 25 日については図-5.4.2(2)
に示したように、岩礁周辺の水位が全体的に上昇し、越波水塊が岩礁頂点に至る現象が観測できた。 
すなわち、現地観察結果からは、岩礁に立つ人に転倒の危険性が生じるのは H1/3 =2.99≒3.0m 以
上と考えられる。これは、数値解析結果を支持する結果である。 
以上を勘案して、Ho’=3.0m を注意喚起のしきい波高とする。また、避難命令発令のしきい波高と
しては、岸側でも F/Fcri >1 となり、越波時には頂点から岸側まで冠水して岩礁上全域で転倒の可能性








































































(1)日時：平成 20 年 11 月 10 日 13 時頃 
































図-6.1.1 紋別海岸(1106 林班)の状況 
(北海道森林管理局 HP より) 


















































①風向は概ね WNW～N で推移していた。 
②風速は、事故前日 11 月 9 日 2 時に 13m/s を記録した後次第に弱まり、事故が発生した 13 時
の風速は 6m/s、風向は N であった。 
③波浪は 11 月 10 日 0 時から 14 時迄が欠測であったため、最も近い 15 時を事故時の波浪とし
た。 
④事故前日の有義波高は 4m 程度と高い状態で推移しており、欠測期間を挟んで 15 時には有義波






































































































































図-6.2.1 に示すように 2 次元造波水路にて事故位置の地形を縮尺 1/30 で再現した。実験条件(現































の 1.5 倍程度であり、静水面でも造波波高より若干大きく、斜面上で H1/3 =1.5m 程度に収束した。
すなわち、波浪は浅水変形で増大し、静水面でも造波波高と同程度の高い波浪が来襲したと考えられ
る。また、斜面遡上においては砕波により造波波高に差異があっても同程度の波高に収束すると考え



















































表-6.2.1 数値解析計算条件  

















































































図-6.2.4 転倒限界比の経時変化(Ho’=3.0m、傾斜護岸勾配 1:2、静水面上)  
 
 




に示す人に作用する波力 F が得られた。F は、主に水位低下の影響を受けて、静水面から高くなると
低下した。同図の右側に示した転倒限界比 F/Fcri が 1 を超えるのは静水面上 1.3m までであり、その
高さまでは転倒の危険性が高いと評価できる。被害者は海水を汲みに行った際に波にさらわれたが、
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(4)転倒限界高さの検討 
静水面を基準として、転倒限界比が 1 以上となる高さを転倒限界高さ hL と定義する。図-6.2.7 は、
傾斜型親水護岸の勾配をパラメータとして、転倒限界高さ hL と沖波波高 Ho’との関係を示している。
勾配が急なほど、静水面からの転倒限界高さ hL が大きくなり、標高が高い場所でも危険であることが




























































水面上では Ho’=2.3m で転倒限界比が 1 となり転倒の可能性が高くなるため、Ho’ =2.3m がひと
つのしきい値と考えられる。また、紋別海岸の傾斜護岸天端高は T.P.+7.4m であるが図-6.2.7 によ


































































































































海岸形態 波高 周期 潮位 
リーフ地形 △ △ 〇 
岩礁 〇 △ △ 
傾斜護岸 〇 △ △ 
〇：最も支配的な外力、△：影響する外力 
 























































































































第 3 章 人体に作用する波力に関する検討 
人を静的な円柱に模し、浮力を考慮した人の重量とモーメントのつり合いを考慮して人の転倒限界波


















































































平成 24 年 3 月 23 日 吉野真史 
 
